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２００９年１２月  
 

彩彩のの国国経経済済のの動動きき   
―― 埼埼 玉玉 県県 経経 済済 動動 向向 調調 査査 ――   

【巻頭特集】  県内経済人コメント  

生産・出荷指数や景況判断は上昇傾向にあり、埼玉県経済の一部に

持ち直しの動きが見られる。だが世界経済とくに欧州や中東は、依然

として不安定な状態にあるので、ドバイ・ショックなどが起こると敏

感に反応する。輸出減退を予想し、企業は雇用を調整し、設備投資に

も慎重になっているようだ。冬のボーナス減少で家計消費支出が減少

し、デフレが深刻化するだろう。エコポイントの規模・範囲の拡大など、抜本的な

経済・財政政策を緊急に実施しなければ、経済危機の二番底も覚悟しなければなら

ない。                
                    埼玉大学 経済学部教授 相澤 幸悦  

 

エコカーや家電など政策効果により、個人消費の一部に明るさがみ

られ、県内生産も引き続き持ち直しの動きがみられるなど、中小企業

の景況感も改善の兆しがでてきた。しかし、今後の先行きに対する不

透明感が払拭されておらず中小企業の景況感は依然、厳しい状況だろ

う。政府の「月例経済報告」でも3年ぶりのデフレを表明しており、今

後の企業収益の悪化や個人消費の冷え込みが心配ではあるが、県内経

済活性化のため国や自治体には地域経済を下支えするような更なる景気対策を期待

したい。             

       本庄商工会議所 会頭  高橋商事（株）代表取締役会長 高橋 福八 

                   

 １０月より消費の下向傾向は１２月に入って更に強まっている。目

的の商品以外のついで買いは無いようで、衣料品やギフトは買い控え

られている模様。週末のセールスは伸び悩む。政治の熱狂的陶酔とは

裏腹に、経済政策不在の下、デフレと所得減が人々を生活防衛に駆り

立てる。低価格のお買い得品を求める顧客ニーズは根強く、先行き不

安は一層高まっているようだ。  

埼玉県商店街振興組合連合会 理事長 大木 敬治  

                      

県内の景気は、春先以降持ち直しの動きを続けてきたが、エコカ

ー減税やエコポイントなどの政策効果に支えられた面も強く、そのテ

ンポはごく緩やかである。先行きも、景気持ち直しの動きは続くもの

の、物価の下落圧力が残り、当面デフレ傾向が続くとみられる。所得

や売上高の増加が見込めないなかで、県内の厳しい景況感解消には時

間がかかるだろう。  
（財）埼玉りそな産業協力財団 主席研究員 井上 博夫  
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２００９年１２月  

  

彩彩のの国国経経済済のの動動きき   
―― 埼埼 玉玉 県県 経経 済済 動動 向向 調調 査査 ――   

１ 経済の概況  

  ◎ 埼玉県経済                      

９月の鉱工業生産指数は、８３．３（季節調整済値、２００５年＝１００）で、前月比＋２．３％と２か月連続で上昇した。

同出荷指数は８０．４で前月比＋３．６％と７か月連続で上昇した。同在庫指数は、７１．８で前月比▲６．４％と２か月

ぶりに低下した。

生産

持ち直しの動きがみられる

雇用

厳しい状況が続いている

１０月の有効求人倍率（季節調整値）は０．３６倍で前月比上昇した。有効求人数の増加が主因。しかし、依然、有効

求人倍率は低水準で、求職者の滞留も続いており、雇用失業情勢は厳しい状況が続いている。

物価
緩やかな低下傾向

１０月の消費者物価指数（さいたま市）は、生鮮食品を含む総合で９９．７となり、前月比▲０．４％と３か月ぶりに低

下した。前年同月比は▲２．４％と７か月連続で前年を下回った。消費者物価は緩やかに下落している。

消費

一部に持ち直しの動きがみられるものの弱い動き

１０月の家計消費支出は２９８，７４１円（関東地方）で、前年同月比▲０．８％と前年を下回った。１０月の大型小売

店販売額は、店舗調整前（全店）は前年同月比▲５．７％と１１か月連続で前年を下回り、店舗調整済（既存店）販売

額も前年同月比▲６．６％と１５か月連続で前年を下回った。１１月の新車登録・届出台数は、前年同月比で＋２９．

７％と４か月連続で前年を上回った。消費は一部に持ち直しの動きがみられるものの弱い動きとなっている。

住宅 １０月の新設住宅着工戸数は４，８７８戸となり、前年同月比▲１３．６％と１０か月連続で前年を下回った。持家は前

年同月比＋０．５％、貸家は前年同月比＋３．４％、分譲は前年同月比▲４７．９％となっている。新設住宅着工戸数

は前年実績を下回って推移しており、弱含んでいる。

倒産
依然高い水準で推移

１１月の企業倒産件数は４０件と２か月連続で前月を下回った。前年同月比▲１４．９％と２か月連続で前年同月を下

回った。負債総額は６８億４千万円となり、前年同月比＋４．９％と４か月ぶりに前年同月を上回った。１１月の倒産件

数は、前年同月を下回ったものの、依然高い水準で推移している。

景況
判断

３期ぶりに悪化

埼玉県四半期経営動向調査（２１年１０～１２月期調査）にて企業経営者の景況判断をみると、景況感DIは▲９０．

４と前期（２１年７～９月期調査）比３．０ポイント低下した。

設備
投資

２１年度下期は減少見込み、通期も減少見込み

埼玉県四半期経営動向調査（２１年１０～１２月期調査）によると設備投資実施率は１５．１％で３期ぶりに悪化した。

来期（２２年１～３月期）実施予定は１０．９％で当期比４．２ポイント低下する見通し。

財務省 法人企業景気予測調査（埼玉県分）（２１年１０～１２月期調査）によると、２１年度下期の設備投資計画額

は、製造業は前年同期比▲３９．７％の減少、非製造業は同▲３２．２％の減少見込みで、全規模・全産業で同▲３

５．２％の減少見込みとなっている。通期は、前年比▲２７．０％の減少見通しとなっている。

弱含んでいる

 

＜２００９年９月～２００９年１１月の指標を中心に＞  

一部に持ち直しの動きがみられるものの、  

依然、厳しい状況にある県経済 
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◎ 日本経済  

 

内閣府「月例経済報告」   ＜２００９年１２月２２日＞

 

（我が国経済の基調判断）  

景気は、持ち直してきているが、自律性に乏しく、失業率が

高水準にあるなど依然として厳しい状況にある。  

 

・ 輸出は、アジア向けを中心に、増加している。生産は、持ち直している。

・企業収益は、大幅な減少が続いているが、そのテンポは緩やかになって

いる。設備投資は、下げ止まりつつあるものの、このところ弱い動きも

みられる。  

・企業の業況判断は、依然として厳しい状況にあるものの、全体として持

ち直しの動きが続いている。ただし、中小企業では先行きに慎重な見方

となっている。  

 ・雇用情勢は、依然として厳しい。  

・個人消費は、持ち直しの動きが続いている。  

・物価の動向を総合してみると、緩やかなデフレ状況にある。  

  

 先行きについては、当面、厳しい雇用情勢が続くとみられるものの、海外

経済の改善や緊急経済対策の効果などを背景に、景気の持ち直し傾向が続く

ことが期待される。一方、雇用情勢の一層の悪化や海外景気の下振れ懸念、

デフレや金融資本市場の変動の影響など、景気を下押しするリスクが存在す

ることに留意する必要がある。  

（政策の基本的態度）  

政府は、家計の支援により、個人消費を拡大するとともに、新たな分野で

産業と雇用を生み出し、日本経済を自律的な回復軌道に乗せ、内需を中心と

した安定的な経済成長を実現するよう政策運営を行う。このため、「緊急雇

用対策」を推進することとし、また、①現下の経済・雇用情勢への「緊急対

応」、②「成長戦略への布石」の２つの視点に基づき、「雇用」、「環境」、

「景気」を主な柱とする「明日の安心と成長のための緊急経済対策」を１２

月８日、閣議決定した。  

政府は、日本銀行と一体となって、強力かつ総合的な取組を行い、デフレ

の克服、景気回復を確実なものとしていくよう、政策努力を重ねていく。日

本銀行に対しては、こうした政府の取組と整合的なものとなるよう、適切か

つ機動的な金融政策運営によって経済を下支えするよう期待する。日本銀行

は、１２月１日、新しい資金供給手段を導入することを決定した。  
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２ 県内経済指標の動向  

 ※ 経済指標のうち、「前月比（季節調整値）」は経済活動の上向き、下向きの傾  

   向を示し、「前年同月比（原指数）」は量的水準の変動を示します。 

 

（１） 生産・出荷・在庫動向（鉱工業指数）  

●持ち直しの動きがみられる  
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出所：経済産業省・県「鉱工業指数」

埼玉県の主要業種 生産指数
（対前年同月比・原指数）
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●９月の鉱工業生産指数は、８３．３（季節調整済値、２００５年＝１００）で、

前月比＋２．３％と２か月連続で上昇した。前年同月比は▲１８．９％と１７

か月連続で前年を下回った。  

●前月比を業種別でみると、化学工業、輸送機械工業など２２業種中１５業種が

上昇し、一般機械工業、プラスチック製品工業など７業種が低下した。  

  

 鉱工業生産指数は、前年同月比で▲１８．９％と水準は低迷しているものの、

前月比では２か月連続で上昇した。３月以降持ち直しの動きがみられる。  

【生産のウエイト】  

・県の指数は製造工業 (21)と鉱業 (1)

の２２業種に分類されています。

・埼玉県の鉱工業全体に占める業種

別の生産ウエイトは以下の通り。

①化学工業14.4% ⑤食料品   6.1%

②輸送機械13.6% ⑥電気機械6.1%

③一般機械13.2% ⑦電子部品5.4%

④金属製品  7.5%  その他  33.7%

（出所：県「鉱工業指数」基準時=2005年）
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出所：経済産業省・県「鉱工業指数」
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出所：経済産業省・県「鉱工業指数」

埼玉県の主要業種 出荷指数
（対前年同月比・原指数）

電気機械 輸送機械 化 学 一般機械

 

【出荷のウエイト】  

・埼玉県の鉱工業全体に占める業種

別の出荷ウエイトは以下の通り。

①輸送機械23.3% ⑤金属製品5.8% 

②一般機械11.0% ⑥電子部品5.7% 

③化学工業10.4% ⑦食料品 5.7% 

④情報通信  7.1%  その他  31.0% 

（出所：県「鉱工業指数」基準時=2005年）

●９月の鉱工業出荷指数は８０．４（季節調整値、２００５年＝１００）で、前月比

＋３．６％と７か月連続で上昇した。前年同月比は▲２１．５％と１９か月連続で

前年を下回った。  

●前月比を業種別でみると、輸送機械工業、情報通信機械工業など２２業種中１４業

種が上昇し、一般機械工業、食料品工業など８業種が低下した。  

【鉱工業指数】  

・鉱工業指数は製造業と鉱業の生産・出荷・在庫の動きをフォローする統計です。  

・基準時点（2005年）を１００として指数化したものです。  

・生産指数と出荷指数は、通常景気の山、谷とほぼ同じ動きを示してきたとされており、

景気動向指数の一致系列に入っています。  

・埼玉県の鉱工業生産は、県内総生産の約２割程度となっています。生産活動の動きは、

景気に敏感に反応する性質を持つので、景気観測には欠かせない指標です。  

 



6 

 

-23

-18

-13

-8

-3

2

7

12

17

％

出所：経済産業省・県「鉱工業指数」

在 庫 指 数
（対前年同月比・原指数）
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出所：経済産業省・県「鉱工業指数」

在 庫 指 数
埼玉県 全国
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出所：経済産業省・県「鉱工業指数」

埼玉県の主要業種 在庫指数
（対前年同月比・原指数）

電気機械 輸送機械 化 学 一般機械

 

●９月の鉱工業在庫指数は、７１．８（季節調整済値、２００５年＝１００）と

なり、前月比▲６．４％と２か月ぶりに低下した。前年同月比は▲２１．５％

と７か月連続で前年水準を下回った。  

●前月比を業種別でみると、輸送機械工業、鉄鋼業など２１業種中７業種が上昇

し一般機械工業、電気機械工業など１４業種が低下した。  

【在庫のウエイト】  

・埼玉県の鉱工業全体に占める業種

別の在庫ウエイトは以下の通り。

①輸送機械18.9% ⑤化学工業7.9% 

②電気機械14.9% ⑥電子部品6.7% 

③一般機械12.8% ⑦窯業土石4.5% 

④ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ  8.4%  その他  25.9% 

（出所：県「鉱工業指数」基準時=2005年）

 【平成15年9月分からの「鉱工業生産指数（２００５年＝１００）」の推移】  
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●１０月の新規求人倍率は０．６

９倍で、前月比＋０．０９ポイ

ントとなった。  

  

●前年同月比は▲０．４８ポイン

トとなった。  

●１０月の完全失業率（南関東）

は５．１％で、前月比▲０．３

ポイントとなった。  

 

●前年同月比は＋１．５ポイント

となった。  

（２）雇用動向  

●厳しい状況が続いている  
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出所：埼玉労働局「労働市場ニュース」

有効求人倍率
（学卒除き・パート含む） 埼玉県 全 国
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出所：埼玉労働局「労働市場ニュース」

埼玉県の有効求人

・求職者数推移
求職者数 求人数
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出所：埼玉労働局「労働市場ニュース」

新規求人倍率
（学卒除き・パート含む） 埼玉県 全 国
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出所： 埼玉労働局「労働市場ニュース」・総務省「労働力調査」

完全失業率
南関東 全国

●１０月の有効求人倍率(季節調整値、新規学卒者除きパートタイム労働者含む )

は０．３６倍と１９年８月以来の前月比上昇となった。  

●有効求職者数は１３１，９４１人と１６か月連続で前年実績を上回った。有効求

人数は４８，９０８人と３３月連続で前年実績を下回った。  

有効求人倍率が６月から４か月続いた過去最低水準（０．３５倍）から上昇した

のは有効求人数（季節調整値）の増加が主因。しかし、依然、有効求人倍率は低

水準で、求職者の滞留も続いており雇用失業情勢は厳しい状況が続いている。  
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●９月の所定外労働時間（製造

業）は１０．９時間。  

 

●前年同月比は▲３４．９％と 

１４か月連続で前年実績を下

回った。  

●９月の現金給与総額指数  

（２００５年＝１００）は  

８３．６となり、前年同月比は

▲１．２％と同値となった。  

 

●９月の常用雇用指数    

（２００５年＝１００）は  

１００．６となり、前年同月比

▲１．１％と７か月連続で前年

実績を下回った。  
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出所：厚生労働省「毎月勤労統計」・埼玉県「毎月勤労統計調査」

現金給与総額指数
（調査産業計 対前年同月比）

埼玉県 全 国
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出所：厚生労働省「毎月勤労統計」・埼玉県「毎月勤労統計調査」

所定外労働時間
（製造業 対前年同月比）

埼玉県 全 国
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出所：厚生労働省「毎月勤労統計」・埼玉県「毎月勤労統計調査」

常用雇用指数
（調査産業計 対前年同月比）

埼玉県 全 国

 

【完全失業率】  
・完全失業率は、労働力人口に占める完全失業者の割合です。  
・完全失業者とは、仕事を持たず、仕事を探しており、仕事があればすぐ就くことができる者

のことをさします。  

【現金給与総額指数】  
・現金給与総額とは、賃金、手当て、ボーナスなど、労働者が受け取った現金のすべてで、所

得税や社会保険料を支払う前の額です。  

【所定外労働時間指数】  
・いわゆる残業のこと。就業規則などで定められた始業から終業までの時間以外の労働時間。  

【常用雇用指数】  
・有効求人倍率はハローワークを通した求人、求職の希望の数字ですが、常用雇用指数は、実

際に雇われている雇用の実態を映すものです。  

【調査産業計】  
・現金給与総額指数及び常用雇用指数における調査産業計とは、農林漁業を除く全産業。  
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（３） 物価動向  

●緩やかな低下傾向  
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出所：総務省「消費者物価指数」・埼玉県「消費者物価指数速報」

消費者物価指数
（総合 対前年同月比）
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出所：総務省「消費者物価指数」・埼玉県「消費者物価指数速報」

消費者物価指数
（総合）

さいたま市 全国

 

 

 

 

●１０月の消費者物価指数（さいたま市 ２００５年＝１００）は生鮮食品を

含む総合で９９．７となり、前月比▲０．４％と３か月ぶりに下落した。前年

同月比は▲２．４％と７か月連続で前年を下回った。  

●前月比が下落したのは、「食料（はくさい、レタスなど）」、「教養娯楽（外

国パック旅行など）」、などの下落が主な要因となっている。なお、「被服及

び履物（背広服（冬物）など）」などは上昇した。  

●前年同月比が下落したのは、｢食料（レタス、だいこんなど）｣、「教養娯楽（外

国パック旅行など）」などの下落が主な要因となっている。なお、「住居（民

営家賃など）」などは上昇した。  

 消費者物価は、前月比では３か月ぶりに下落した。前年同月比では７か月連続

で前年を下回り緩やかに下落している。  

【消費者物価指数】  

・消費者物価指数は、世帯の消費構造を固定し、これと同等のものを購入した場合の費用

がどのように変化するかを、基準年を100として指数化したもので、消費者が購入する

財とｻｰﾋﾞｽの価格の平均的な変動を示すものです。  

・ﾃﾞﾌﾚとは一般的に消費者物価指数が2年以上持続して低下している状況のことをいいま

す。  

・ﾃﾞﾌﾚはﾓﾉが安くなるものの、企業所得低下が賃金低下を招くなど不況を深刻化させる要

因ともなります。  



10 

（４） 消費  

 ●一部に持ち直しの動きがみられるものの弱い動き  
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出所：総務省統計局「家計調査報告」

家計消費支出
（関東地方 二人以上世帯）
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出所：総務省統計局「家計調査報告」

家計消費支出
（対前年同月比）

関東地方 全国

 

-9

-7

-5

-3

-1

1

3

％

出所：経済産業省「商業販売統計確報」

大型小売店販売額
対前年同月比 店舗調整済（既存店）

埼玉県 全 国

-8

-6

-4

-2

0

2

4

6

％

出所：経済産業省「商業販売統計確報」

大型小売店販売額
対前年同月比 店舗調整前（全店）

埼玉県 全 国

 

●１０月の家計消費支出（関東地方：二人以上世帯）は、２９８，７４１円とな

り、前年同月比▲０．８％と前年実績を下回った。  

●１０月の大型小売店販売額【店舗調整前（全店）】は、８２５億円となり、

前年同月比▲５．７％と１１か月連続で前年を下回った。店舗調整済（既存

店）販売額の前年同月比は▲６．６％と１５か月連続で前年を下回った。  
 
● 業態別では、 

百貨店（県内調査対象店舗２０店舗）は、「身の回り品」や「家庭用品」、「衣料品」

が不調だった。これにより、店舗調整前（全店）は前年同期比▲９．７％と２０か月連

続で前年を下回り、店舗調整済（既存店）も同▲９．７％と２０か月連続で前年を下

回った。 

スーパー（同２５９店舗）も「身の回り品」、「家庭用品」、「衣料品」とも依然不調だっ

た。これにより店舗調整前（全店）は前年同期比▲４．２％と１１か月連続で前年を

下回り、店舗調整済（既存店）も同▲５．５％と１１か月連続で前年を下回った。 
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出所：日本自動車販売協会連合会・全国軽自動車協会連合会
埼玉県自動車販売店協会・埼玉県軽自動車協会

新車登録届出台数
（対前年同月比 乗用＋軽）

埼玉県 全 国
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出所：日本自動車販売協会連合会・全国軽自動車協会連合会

埼玉県自動車販売店協会・埼玉県軽自動車協会

新車登録届出台数
（埼玉県 乗用＋軽）

 

 

●１１月の新車登録・届出台数（普通乗用車＋乗用軽自動車）は、２０，１８０

台となり、前年同月比＋２９．７％と４か月連続で前年実績を上回った。  

家計消費支出は前年実績を下回った。大型小売店販売額は店舗調整済（既存

店）販売額が前年同月比１５か月連続で前年を下回った。一方、新車登録・届出

台数は４か月連続で前年同月を上回るなど、一部に持ち直しの動きがみら

れるものの消費は弱い動きとなっている。

【家計消費支出】  

・全国約９千世帯での家計簿記入方式による調査から計算される１世帯当たりの月間

平均支出で、消費動向を消費した側からつかむことができます。  

・家計消費支出は景気動向指数の遅行系列に入っています。  

・核家族化により世帯人数が減少するなど、１世帯当たりの支出は長期的に減少する

傾向があり、その影響を考慮する必要があります。  

【大型小売店販売額】  

・大型百貨店（売場面積が政令都市で3,000㎡以上、その他1,500㎡以上）と大型スー

パー（売場面積1,500㎡以上）における販売額で、消費動向を消費された側から捉え

た業界統計です。  

・専門店やコンビニなどが対象となっていないため、消費の多様化が進むなか、消費

動向全般の判断には注意が必要です。  

・既存店とは、当月及び前年同月とも調査の対象となっている事業所をいい、既存店

販売額は全店販売額に比べ店舗数の増減による影響が取り除かれた指標となって

います。なお、全店販売額は、例えば新店舗開業によって既存店の顧客が奪われて

しまうといったことがあっても、増減が出てこないことから、大型小売店全体の販

売動向を把握するのに活用されます。  
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（５）住宅投資  

●弱含んでいる  
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出所：国土交通省「建築着工統計調査」

新設住宅着工戸数
（対前年同月比）
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出所：国土交通省「建築着工統計調査」

新設住宅着工戸数
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出所：国土交通省「建築着工統計調査」

県内新設住宅種別着工戸数
（対前年同月比）

持家 貸家 分譲

● １０月の新設住宅着工戸数は４，８７８戸となり、前年同月比▲１３．６％と

１０か月連続で前年実績を下回った。持家は前年同月比で＋０．５％、貸家は

前年同月比＋３．４％、分譲は前年同月比▲４７．９％となっている。  

持家、貸家で前年同月比上昇となったが、分譲は大幅に前年を下回っており、

新設住宅着工戸数でも前年実績を下回って推移し、弱含んでいる。  

●着工戸数を種別でみると、持家（前

年同月比＋０．５％）が１３か月

ぶりに上昇、貸家（同＋３．４％）

は８か月ぶりに上昇、分譲（同▲

４７．９％）が１０か月連続の低

下となった。  

【新設住宅着工戸数】  

・住宅投資は、ＧＤＰのおおむね５％程度にすぎませんが、マンションや家を建てるに

は色々な材料が必要となり、また、建設労働者など多くの人に働いてもらわなければ

なりません。さらには入居する人は電気製品などを新たに買換えることが多く、様々

な経済効果を生み出します。  

・政府は景気が悪くなると、金利の引き下げや融資枠の拡大などの景気対策により、マ

ンション、持家を購入しやすいように仕向けます。景気対策が本当に効果を表してい

るかを知る上でも、住宅着工は役立ちます。  



13 

（６） 企業動向  

 ①倒産  
●依然高い水準で推移  
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出所：東京商工リサーチ「倒産月報」・「埼玉県下企業倒産整理状況」

企業倒産件数
（負債１千万以上 対前年同月比）
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出所：東京商工リサーチ「倒産月報」・「埼玉県下企業倒産整理状況」

企業倒産件数
（負債１千万以上）

埼玉県 全 国

 
 

 

 

 

 

 

 

●１１月の企業倒産件数は４０件と２か月連続で前月を下回った。前年同月比

▲１４．９％と２か月連続で前年同月を下回った。  

●同負債総額は、６８億４千万円となり、前年同月比＋４．９％と４か月ぶりに

前年同月を上回った。  

 

負債総額１０億円以上の大型倒産は１件発生した。  

 

１１月の倒産件数は、前年同月を下回ったものの、依然高い水準で推移してい

る。  

 

【企業倒産件数】  

・倒産は景気変動、景気悪化の最終的な悪い結論です。  

・景気が回復し始めても、倒産件数は増え続けます。倒産がまだそれほど増えていない

状態で、景気が大底（最悪期）を迎えていることもあります。  
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②景況感  

○経営者の景況感と今後の景気見通し  

平成２１年１２月調査の埼玉県産業労働部「埼玉県四半期経営動向調査」に

よると、現在の景況感は３期ぶりに悪化した。  

 

【現在の景況感】  

自社業界の景気について、「好況である」とみる企業は０．５％、「不況で

ある」が９０．９％で、景況感のＤＩ(「好況である」－「不況である」の企業

割合)は▲９０．４となった。前期(▲８７．４)に比べると３．０ポイント低下

し、３期ぶりに悪化した。 

 

   
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

【今後の景気見通し】  

今後の景気見通しについて、「良い方向に向かう」とみる企業は２．０％で

前期（３．５％）に比べ１．５ポイント減少し、「悪い方向に向かう」とみる

企業は５６．９％で前期（３９．７％）に比べ１７．２ポイント増加した。 

 

 

 

景況感DIの推移  
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○ 平成２１年１０～１２月期調査の「財務省 法人企業景気予測調査（埼玉県分）」に

よると、景況判断ＢＳＩ（現状判断）を規模別にみると、大企業は｢上昇｣超幅が拡大し、

中堅企業、中小企業は「下降」超幅が縮小している。  

 

先行きについては、大企業は｢上昇｣超で推移し、中堅企業、中小企業は「下降」超で

推移する見通しとなっている。  
 

     景況判断ＢＳＩ                        （単位：％ポイント）  

 21年7～9月  

前回調査  

21年10～12月

現状判断  

22年1～3月  

見通し  

22年4～6月  

見通し  

全規模（全産業）  ▲１３．７ ▲６．１ ▲１６．８  ▲１．８

 大企業  １０．０ １４．５ １．４  ５．８

中堅企業  ▲１８．５ ▲６．３ ▲２０．３  ▲３．１

 中小企業  ▲２３．５ ▲１５．６ ▲２３．８  ▲４．８

 製造業  ▲２．６ ９．５ ▲９．５  ３．２

 非製造業  ▲２１．８ ▲１８．８ ▲２２．７  ▲５．８

                          （回答企業数２８０社）  
 
※ＢＳＩ（ビジネス･サーベイ･インデックス）：増加・減少などの変化方向別回答企業数の構成比から全体の趨勢を判断

するもの。 ＢＳＩ＝（「上昇」等と回答した企業の構成比－「下降」等と回答した企業の構成比）。企業の景況判断

等の強弱感の判断に使用するＤＩと同じ意味合いをもつ。  
 
※ 大 企 業   ： 資 本 金 １ ０ 億 円 以 上  

中 堅 企 業 ： 資 本 金 １ 億 円 以 上 １ ０ 億 円 未 満  
 中 小 企 業 ： 資 本 金 １ 千 万 円 以 上 １ 億 円 未 満  
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③設備投資  
○ 平成２１年１２月調査の埼玉県産業労働部「埼玉県四半期経営動向調査」に

よると、当期（平成２１年１０～１２月期）に設備投資を実施した企業は１５．

１％で前期（１６．６％）に比べ１．５ポイント低下し、３期ぶりに悪化した。  

 業種別にみると製造業は１７．４％で前期（２０．２％）に比べ２．８ポ

イント低下し、３期ぶりに悪化した。  

  非製造業は１３．６％で、前期（１３．８％）に比べ０．２ポイント低下し

３期ぶりに悪化した。  

  来期（平成２２年１～３月期）に設備投資を予定している企業は１０．９％

で、当期に比べ４．２ポイント低下する見通しである。  
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○ 平成２１年１０～１２月期調査の「財務省 法人企業景気予測調査（埼玉県分）」に

よると、２１年度下期の設備投資計画額は、全規模・全産業で前年同期比▲３５．２

％の減少見込みとなっている。  

  これを規模別にみると、大企業、中堅企業、中小企業いずれも減少見込みとなってい

る。  

また、製造業は前年同期比▲３９．７％の減少見込み、非製造業は同▲３２．２％

の減少見込みとなっている。  

２１年度通期は、全規模・全産業で前年同期比▲２７．０％の減少見通しとなって

いる。  

 

     設備投資計画                     （前年同期比増減率：％）  

   

21年度通期  
21年度上期  21年度下期  

全規模・全産業  ▲１５．４ ▲３５．２ ▲２７．０

 大企業  ▲１２．９ ▲３４．７ ▲２５．６

中堅企業  ▲４６．５ ▲３７．３ ▲４１．５

 中小企業  ▲３３．６ ▲６１．５ ▲４９．９

 製造業  ▲３０．３ ▲３９．７ ▲３５．２

 非製造業  ０．２ ▲３２．２ ▲２０．３

                         （回答企業数２８０社）  
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３ 経済情報  

（１）他調査機関の経済関係報告  

関東経済産業局「管内の経済動向」   （平成２１年１２月）  
  

《 管内経済は、一部に持ち直しの動きがみられる 》  

  

●今月の判断  

 

  

 

 

 

 

 

 

 

●ポイント  
  

管内経済は、鉱工業生産活動や個人消費の一部に持ち直しの動きがみられる。 

ただし、物価の下落や急激な為替の変動等、管内経済を取り巻く環境の変化に留意す 

る必要がある。 

 

 

 ○鉱工業生産活動 

  鉱工業生産指数は、乗用車等における政策効果により引き続き上昇している。 

  しかしながら、生産水準は、急激な低下が始まった昨秋と比べても８割強の水準にとどまって

おり、業種別にみても、回復が先行する輸送機械工業が８割弱にとどまるなど、全ての業種で依

然昨秋の水準を下回っている。 

 

 ○個人消費 

  乗用車や液晶テレビの販売では、引き続き政策効果がみられる。 

  しかしながら、消費者マインドは経済対策による改善がこのところ鈍化し、一方で、冬のボー

ナスの減少や雇用不安など先行きへの不安感が高まっている。こうしたことから、消費者の低価

格志向や買い控えは一段と強まっており、衣料品や高額商品に限らず、飲食料品にもこうした傾

向が浸透している。 

 

 ○雇用情勢 

  このところ、新規求人に若干の動きがみられる。 

 しかしながら、求人数は前年の８割弱と依然少なく、生産に持ち直しの動きがみられる製造業で

も、前年の７割程度の求人にとどまる。 

管内経済は、一部に持ち直しの動きがみられる。  

・ 鉱工業生産活動は、持ち直しの動きで推移している。  

・ 個人消費は、一部に明るさがみられるものの、弱い動きが続いている。  

・ 雇用情勢は、厳しい状況が続いている。  

・ 公共工事は、このところ底堅い動きとなっている。  

・ 住宅着工は、１０か月連続で前年同月を下回った。  
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  また、期間工など業況の回復による求人もみられるが、求人数の増加は、交通量調査や郵便配

達などスポット的な求人によるところが大きく、安定的な雇用の受け皿となりうる求人は依然と

して少ない。 

 

  なお、物価の下落や急激な為替の変動等、このところ管内経済を取り巻く環境に変化がみられ

 る。物価の下落による管内経済の収縮や、円高による企業の収益悪化、国際競争力の低下等を懸

 念する声もあり、留意が必要である。 

 

 ●主要指標の動向（１０月） 

 

○鉱工業生産活動は、持ち直しの動きで推移している。  

   鉱工業生産指数は、前月比＋１．６％と８か月連続の上昇となった。また、出荷指数は、同

  ＋１．７％と８か月連続の上昇、在庫指数は、同▲０．７％と３か月連続の低下となった。

    10月鉱工業生産指数： 82.5、前月比+1.6% 出荷指数： 82.9、同+1.7% 在庫指数： 93.6、同▲ 0.7% 

                               ※平成 17年基準、季節調整済指数  

 

○個人消費は、一部に明るさがみられるものの、弱い動きが続いている。  

（１）大型小売店販売額は、１９か月連続で前年同月を下回った。業種別では、百貨店は２０か

  月連続で前年同月を下回り、スーパーは１１か月連続で前年同月を下回った。  

    10月大型小売店販売額： 6,790億円、既存店前年同月比▲ 7.9%   

      百貨店販売額： 2,727億円、同▲ 11.3%  スーパー販売額： 4,062億円、同▲ 5.3% 

（２）コンビニエンスストア販売額は、４か月連続で前年同月を下回った。  

    10月コンビニエンスストア販売額： 3,154億円、全店前年同月比▲ 3.9% 

（３）乗用車新規登録台数（軽乗用車を含む）は、軽乗用車は前年同月を下回ったものの、普通

  乗用車及び小型乗用車が前年同月を上回ったことから、全車種では３か月連続で前年同月を上

  回った。  

    10月乗用車新規登録台数： 124,542台、前年同月比+4.7% 普通乗用車： 43,536台、同+15.6%  

     小型乗用車： 49,924台、同+11.6% 軽乗用車： 31,082台、同▲ 14.9% 

（４）実質消費支出（家計調査、関東・二人以上世帯）は、２か月ぶりに前年同月を上回った。

    10月消費支出（関東・二人以上の世帯）： 1世帯当たり 298,741円、前年同月比（実質）+2.0% 

     ※関東：茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、山梨県、長野県  

（５）景気の現状判断ＤＩ（景気ウォッチャー調査、関東・家計動向関連）は、２か月ぶりの低

  下となり、３１か月連続で横ばいを示す５０を下回った。景気の先行き判断ＤＩ（関東・家計

  動向関連）は、３か月ぶりの低下となり、２９か月連続で５０を下回った。  

    10月景気の現状判断ＤＩ（関東・家計動向関連）：38.2、前月差▲ 2.2ﾎﾟｲﾝﾄ  

    10月景気先行き判断ＤＩ（関東・家計動向関連）：41.9、 同 ▲ 0.9ﾎﾟｲﾝﾄ  

 

○雇用情勢は、厳しい状況が続いている。  

   有効求人倍率は、２か月連続の上昇となった。新規求人数は、２か月連続の増加となった。

  事業主都合離職者数は、１９か月連続で前年同月を上回った。南関東の完全失業率は、１２か

  月連続で前年同月を上回った。 

    10月有効求人倍率（季節調整値）： 0.45倍、前月比＋ 0.01ﾎﾟｲﾝﾄ  

     10月新規求人数（季節調整値）： 190,431人、前月比+4.9%  
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    10月事業主都合離職者数： 45,221人、前年同月比+32.9%  

    10月南関東完全失業率（原数値）： 5.1%、前年同月比+1.5ﾎﾟｲﾝﾄ ※南関東：埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県  

 

○公共工事は、このところ底堅い動きとなっている。  

 公共工事請負金額は、３か月連続で前年同月を上回った。  

  10月公共工事請負金額： 4,295億円、前年同月比+7.3% 

 

 ○住宅着工は、１０か月連続で前年同月を下回った。 

   新設住宅着工戸数は、持家、貸家及び分譲住宅が前年同月を下回ったことから、全体では

  １０か月連続で前年同月を下回った。 

     10月新設住宅着工戸数： 30,772戸、前年同月比▲ 26.1% 

 

 ○国内企業物価は下落、消費者物価は緩やかに下落している。  

   国内企業物価指数（全国）は、前月比で▲０．７％と４か月ぶりの下落、前年同月比では▲

  ６．７％と１０か月連続の下落となった。消費者物価指数（関東・総合指数）は、前月比で▲

  ０．３％と２か月連続の下落、前年同月比では▲２．４％と８か月連続の下落となった。  

     10月国内企業物価指数（全国）   ： 102.2、前月比▲ 0.7%、前年同月比▲ 6.7%  

     10月消費者物価指数（関東・総合指数）： 99.9、前月比▲ 0.3%、前年同月比▲ 2.4% 

      ※平成17年基準 ※関東：茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、山梨県、長野県 
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財務省関東財務局～「埼玉県の経済情勢報告」   ２００９年１０月  
                             
（総括判断）  

厳しい状況にあるものの、一部に持ち直しの動きがみられる。  

 
 

（今回のポイント）  
 個人消費は弱い動きとなっているものの、一部に持ち直しの動きがみられる。 
 住宅建設は前年を大きく下回っている。 
 企業の設備投資は減少見通しとなっている。 

製造業の生産は持ち直しの動きがみられる。企業収益は減益見通しとなっている。 
雇用情勢は悪化している。 

 
（具体的な特徴等） 

個別項目 今回の判断 主な特徴 

個人消費 

弱い動きとなってい

るものの、一部に持ち

直しの動きがみられ

る。 

大型小売店販売額をみると、百貨店販売額は低調な動

きが続いており、スーパー販売額も弱い動きが続いてい

るなど、前年を下回って推移している。 

コンビニエンスストア販売額は、タスポ効果の一巡や

季節商品の不調により、このところ前年を下回っている。

乗用車の新車登録届出台数は、普通車及び小型車に持

ち直しの動きがみられるなど、足もとで前年を上回って

いる。 

さいたま市の家計消費支出は、弱い動きとなっている。

住宅建設 
前年を大きく下回っ

ている。 

 新設住宅着工戸数をみると、持家は前年を下回ってお

り、貸家、分譲住宅は前年を大きく下回っている。 

設備投資 
21年度は減少見通し

となっている。 

法人企業景気予測調査（21年7～9月期調査）で21年度

の設備投資計画をみると、製造業では前年比▲35.7%の減

少見通し、非製造業では同▲22.2%の減少見通しとなって

おり、全産業では同▲28.5%の減少見通しとなっている。

 

生産活動 
持ち直しの動きがみ

られる。 

 生産指数を業種別にみると、輸送機械や金属製品など

で持ち直しの動きがみられる。なお、在庫指数は低下し、

在庫率指数は低下傾向となっている。 

企業収益 
21年度は減益見通し

となっている。 

法人企業景気予測調査（21年7～9月期調査）で21年度

の経常損益（除く「金融業、保険業」、「電気・ガス・

水道業」）をみると、製造業では赤字転化の見通し、非

製造業では前年比▲35.7%の減益見通しとなっており、全

産業では同▲69.1%の減益見通しとなっている。 

なお、全産業の減益幅は、前回調査に比べ拡大している。

企 業 の 景
況感 

大企業は「上昇」超幅

が拡大、中堅企業、中

小企業は「下降」超幅

が縮小。 

法人企業景気予測調査（21年7～9月期調査）の景況判

断ＢＳＩでみると、大企業は「上昇」超幅が拡大し、中

堅企業、中小企業は「下降」超幅が縮小している。 

先行きについては、大企業は「上昇」超で推移し、中

堅企業は21年10～12月期に「上昇」超に転じ、中小企業

は「下降」超で推移する見通しとなっている。 

雇用情勢 悪化している。 

 完全失業率は、前年を上回っている。 

有効求人倍率は、低下している。 

新規求人数は、このところやや持ち直している。 
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財務省関東財務局～ 「管内経済情勢報告」    ２００９年１０月  

                        

（総括判断）  

    厳しい状況にあるなか、業種等のばらつきはあるものの、  

    持ち直しの動きがみられる。  

 

（今回のポイント）  

最近の管内経済情勢をみると、個人消費は弱い動きとなっているものの、一部に持ち

直しの動きがみられる。 

住宅建設は前年を大きく下回っている。企業の設備投資は減少見通しとなっている。

一方、輸出は持ち直している。 

こうした需要動向のもと、製造業の生産は持ち直しの動きが続いている。 

企業収益は減益見通しとなっているが、企業の景況感は、大企業は「上昇」超に転じ、

中堅企業、中小企業は「下降」超幅が縮小している。 

雇用情勢は悪化している。 

このように管内経済は、厳しい状況にあるなか、業種等のばらつきはあるものの、持

ち直しの動きがみられる。 

 

なお、先行きについては、引き続き対外経済環境の動向などを注視していく必要があ

る。 
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（２）経済関係日誌 （１１／２７～１２／２５）（新聞の記事を要約）  

◎ 政治経済・産業動向等  

１１／２８（東京新聞）地価  ９８％で下落続く１０月、５四半期上昇なし  動向報告【国土交通省】
国土交通省が27日発表した四半期ごとの主要都市の地価動向報告によると、全国の主な商業地や住宅地150
地点の10月1日時点の地価は、全体の98%に当たる147地点で下落した。前回調査（7月1日）と同じ3地点が

横ばいで、上昇地点は5･四半期連続でなかった。  
 
１２／２（読売新聞）  税収３７兆円見通し  ０９年度【財務省】  
2009年度の国の税収見通しが当初予算段階の見積もり（46.1兆円）を大幅に下回る37兆円程度に落ち込むこ

とがほぼ確実になった。税収が40兆円を下回るのは1985年度以来24年ぶり。  
 
１２／１（読売新聞夕刊）  「世界 雇用なき回復」内閣府報告書 可能性高いと指摘【内閣府】
内閣府は1日、世界経済の見通しを半年ごとに示す報告書「世界経済の潮流」を発表した。世界経済は緩や

かな回復に向かうものの、10%前後と高止まりした欧米諸国の失業率はさらに上昇する見通しで、「雇用な

き回復」に陥る可能性が高いとの懸念を示した。  
 
１２／３（毎日新聞）  ＧＤＰ３．５％減 ０８年度減少幅、戦後最悪【内閣府】  
内閣府が2日発表した08年度の国内総生産（GDP)確報値は、物価の変動を除いた実質が個人消費の冷え込み

で前年度比３．５％減となり、11月時点の速報値から0.3ﾎﾟｲﾝﾄ下方修正された。昨秋の経済危機の影響で7
年ぶりのﾏｲﾅｽ成長に転じ、減少幅は戦後最悪。  
 
１２／８（読売新聞夕刊）  １０月の経常黒字 前年比４２％増加【財務省】  
財務省が8日発表した10月の国際収支（速報）によると、海外とのﾓﾉやｻｰﾋﾞｽ、資金の取引状況を総合的に

示す経常収支は1兆3,976億円の黒字となり、黒字額は前年同月比42.7%増と3か月連続で増加した。原油価格

の下落などで輸入額が減少し、貿易黒字が大幅に拡大したことが主な要因だ。  
 
１２／８（朝日新聞夕刊）新規国債５３．５兆円  今年度、税収は３６．９兆円財務相見通し【財
務省】  
国の2009年度の税収 (一般会計分）は、当初見通しを9.2兆円下回る36.9兆円に落ち込む見通しとなった。こ

の穴埋めに、2次補正予算の財源分を加えた新規国債の発行額は53.5兆円に達し、過去最大。終戦直後の1946
年度以来初めて、国債発行が税収を上回る事態となる。  
 
１２／８（朝日新聞夕刊）  大手行融資が減少 １９か月ぶり 企業の需要弱まる【日本銀行】  
都市銀行など大手銀行の貸出残高が、2008年4月以来1年7か月ぶりに減少に転じた。日本銀行が8日発表し

た11月の貸出・資金吸収動向（速報）によると、都銀や信託銀行などを合わせた「都銀等」の月中平均貸

出残高は207兆7,922億円で、前年同月より1.3%減った。減少した理由について、日銀は「設備投資などの資

金需要が弱い」と説明している。前年同月は「ﾘｰﾏﾝ・ｼｮｯｸ」の直後で、市場からの資金調達が難しくなっ

た大企業が「銀行頼み」で借入を増やした時期。今回は、この反動が出た側面もある。  
 
１２／９（産経新聞）  街角景気１１月も悪化 現状・先行きとも下げ幅最大【内閣府】  
内閣府が8日発表した11月の景気ｳｫｯﾁｬｰ調査によると、街角の景況感を3か月前と比較した現状判断指数は

前月比7.0ﾎﾟｲﾝﾄ低下の33.9となり、2か月連続で悪化した。下落幅は比較可能な平成13年8月以降で最大。物

価が持続的に下落する「ﾃﾞﾌﾚ」が家計や企業の心理を急速に冷え込ませており、冬のﾎﾞｰﾅｽの大幅減や前政

権下で打ち出した景気対策の効果が薄れたこともﾏｲﾅｽに動いた。景気の「二番底」懸念が現実味を帯びて

きた。  
  
１２／９（読売新聞）  景気動向指数が７か月連続改善【内閣府】  
内閣府が8日発表した10月の景気動向指数（CI、2005年=100）の速報値は、景気の現状を示す一致指数が前

月比1.1ﾎﾟｲﾝﾄ上昇して94.3となり、7か月連続で改善した。輸出の増加や景気対策の効果で、企業の生産動

向を示す指数などが改善したためだ。これを受けて、内閣府は、基調判断を9月の「上方への局面変化を示

している」から「改善を示している」に上方修正した。  
 
１２／９（毎日新聞夕刊）  ＧＤＰ大幅下方修正 年率１．３％ 設備投資減で ７～９月改定値
【内閣府】  
内閣府が9日発表した09年7～9月期の国内総生産（GDP）の改定値 (2次速報）によると、物価変動を除いた

実質GDP（季節調整値）は前期比0.3%増、年率換算で1.3%増だった。法人企業統計での設備投資の減少な

どを反映させた結果、11月16日に発表した1次速報値 (前期比1.2%増、年率換算4.8%増）から前期比で0.8ﾎﾟ
ｲﾝﾄ、年率で3.5ﾎﾟｲﾝﾄと大幅に下方修正され、内需主導の回復には程遠いことが改めて裏付けられた。  
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１２／１２（公明新聞）  消費者態度指数 １１か月ぶりに低下【内閣府】  
内閣府が11日発表した11月の消費動向調査によると、半年後の暮らしの明るさを示す消費者態度指数（一

般世帯）は、前月比1.0ﾎﾟｲﾝﾄ減の39.5となり、2008年12月以来、11か月ぶりに低下した。  
 
１２／１５（読売新聞）  「デフレ悪循環」じわり 日銀短観 先行き 見方厳しく【日本銀行】
日本銀行が14日発表した12月の全国企業短期経済観測調査（短観）は、大企業の景況感が3期連続で改善し、

景気の持ち直し傾向が確認された。ただ、改善幅は鈍化し、中小企業は先行きの悪化を予想している。ﾃﾞﾌ

ﾚと円高が重荷となって、設備投資も大幅な減少が見込まれ、日本経済は本格的な景気回復か腰折れかの分

岐点にさしかかっている。  
 
１２／１６（毎日新聞）  高卒内定低迷５５％  昨年比１２ポイント減  下落幅最悪に１０月末現在
【文部科学省】  
文部科学省は15日、来春卒業予定の高校生の10月末現在の就職内定率は55.2%で、08年同期比で11.6ﾎﾟｲﾝﾄ
の大幅減となったと発表した。この時期の調査としては、過去最大の下落幅。急激な景気悪化を背景に厳

しい雇用情勢が続いている。  
 
１２／１６（毎日新聞）  ＧＤＰギャップ拡大 マイナス７％【内閣府】  
内閣府は15日、7～9月期国内総生産（GDP）の改定により、日本経済全体の需要と供給の差を示す「GDPｷﾞ
ｬｯﾌﾟ」（需給ｷﾞｬｯﾌﾟ）が、ﾏｲﾅｽ7.0%になったと発表した。一次速報のﾏｲﾅｽ6.7%から0.3ﾎﾟｲﾝﾄ拡大した。この

ﾏｲﾅｽ幅が1年管続いた場合、国内経済全体で年間35兆円程度の需要不足が生じる計算になる。  
 
１２／１９（読売新聞）  「物価上昇０％も認めず」日銀決定会合 デフレと対決 明確に【日本
銀行】  
日本銀行は18日の金融政策決定会合で、中長期的な消費者物価指数の上昇率について「ｾﾞﾛ%以下のﾏｲﾅｽの

値は許容していない」との見解を公表した。ﾃﾞﾌﾚ克服まで金融緩和を維持する姿勢を明示するのが狙いで、

超低金利が継続すると市場が受け止めて中長期の金利も押し下げる「時間軸効果」が期待できる。  
 
１２／２１（読売新聞夕刊）  アジア輸出４．７％増 対米自動車も改善 貿易黒字３７３９億円
１１月【財務省】  
財務省が21日発表した11月の貿易統計（速報、通関ﾍﾞｰｽ）によると、輸出額から輸入額を差し引いた貿易

収支は3739億円の黒字（前年同月は2275億円の赤字）だった。貿易黒字は10か月連続だ。輸出額は前年同

月比6.2%減の4兆9917億円で、減少率は13か月ぶりに10%を下回った。ｱｼﾞｱ向け輸出は4.7%増の2兆6978億
円と、中国向けﾌﾟﾗｽﾁｯｸ原料の大幅な伸びで1年2か月ぶりに増加した。米国向けの自動車輸出も5.1%増と、

1年7か月ぶりにﾌﾟﾗｽに転じた。ただ、欧州や中東向け輸出の回復は遅れ気味だ。輸入額は16.8%減の4兆6177
億円。  
 
１２／２２（東京新聞）  生産・輸出増加 ペース緩やかに １２月の日銀月報【日本銀行】  
日銀が21日発表した12月の金融経済月報は、生産・輸出の先行きについて「増加ﾍﾟｰｽが次第に緩やかにな

っていくが、海外経済の改善で増加基調を続ける」との見方を示し、「増加を続ける」としていた前月判

断を後退させた。  
 
１２／２３（読売新聞）  景気「厳しい状況」基調判断据え置き 月例報告【内閣府】  
政府は22日発表した12月の月例経済報告で、景気の基調判断を「持ち直してきているが、自律性に乏しく、

失業率が高水準にあるなど依然として厳しい状況にある」とし、5か月連続で据え置いた。物価動向につい

ては、ﾃﾞﾌﾚ認定を行った11月報告に続き「緩やかなﾃﾞﾌﾚ状況にある」と指摘した。企業の設備投資に関す

る判断は、11月報告の「下げ止まりつつある」から、「下げ止まりつつあるものの、このところ弱い動き

もみられる」に下方修正した。  
 
１２／２４（毎日新聞夕刊）  ２期ぶりマイナス 企業景況感 深刻な消費不振10～12月期【財務
省・内閣府】  
財務省と内閣府が24日発表した09年10～12月期の法人企業景気予測調査によると、自社の景況感を示す景

況判断指数は、大企業・全産業がﾏｲﾅｽ1.9となり、2期ぶりに「下降超」に転じた。  
 
１２／２５（埼玉新聞）  来年度の政府見通し 実質成長率１．４％ 輸出、生産回復見込む【内
閣府】  
政府は24日、2010年度の経済見通しで、国内総生産（GDP)の物価変動を除いた実質成長率を前年度比1.4%、

名目で0.4%とする方針を固めた。実質、名目とも3年ぶりのﾌﾟﾗｽ成長を見込む。25日に閣議了解される予定

だ。  



25 

◎ 市場動向  
１１／２８（日本経済新聞）  日経平均株価、大幅続落 ９０００円台
東証では日経平均株価が大幅続落。27日の終値は前日比301円72銭安となる9081円52銭となった。前日の
欧州株安の流れを引き継ぎ、朝方から幅広い銘柄で売りが先行した。急激な円高を嫌気し主力の輸出関連
株の下げが目立った。  
 
１１／２８（日本経済新聞）  長期金利、１．２４５％に低下  
27日の債券市場で長期金利の代表的な指標である新発10年物国債利回りが、前日比0.035%低い1.245%に低
下 (価格は上昇 )した。日経平均株価の急落を受け、利回り低下幅が徐々に拡大した。  
 
１１／３０（日本経済新聞）  日経平均株価、反発 ９３００円台  
東証では日経平均株価が続落。30日の終値は前日比264円03銭高となる9345円55銭となった。前週末の欧
州株が反発したことで中東の信用不安がひとまず後退。買い戻しの動きが広がり、じりじりと値を上げる
展開だった。  
 
１２／２（日本経済新聞）  日経平均株価、大幅続伸 ９５００円台  
東証では日経平均株価が大幅続伸。1日の終値は前日比226円65銭高となる9572円20銭となった。前場は利
益確定売りなどに押され軟調だった。前引け後に日銀が臨時の金融政策決定会合を開くと伝わると幅広い
銘柄に買いが入り、この日の高値で引けた。  
 
１２／２（日本経済新聞）  長期金利、１．２１５％に低下  
1日の債券市場で長期金利の代表的な指標である新発10年物国債利回りが、前日比0.045%低い1.215%に低
下 (価格は上昇 )した。一時は11か月ぶりに1.2%を割った。日銀が追加の金融政策をとるとの見方から買い
が優勢になった。  
 
１２／４（日本経済新聞）  日経平均株価、続伸 ９９００円台  
東証では日経平均株価が続伸。3日の終値は前日比368円73銭高となる9977円67銭となった。上げ幅は5月7
日の408円高以来の大きさで、終値は10月30日の1万0034円以来の水準となった。1日に日銀が市場への追
加資金供給を決めるなど、政府・日銀の政策協調の動きが引き続き支援材料。  
 
１２／８（日本経済新聞）  日経平均株価、続伸 １０１００円台  
東証では日経平均株価が続伸。7日の終値は前日比145円01銭高となる10167円60銭となった。為替の円安
を好感し主力の輸出株が高かった。戻り売りも出たが、売り方の買い戻しや株価指数先物の新規買いなど
が支えた。  
  
１２／８（日本経済新聞）  円相場、大幅続落 １ドル＝８９円台  
円相場は大幅続落。7日の終値は前日比1円75銭円安・ﾄﾞﾙ高の1ﾄﾞﾙ=89円83銭となった。前週末発表の11月
の米雇用統計が市場予想を上回る結果となり、海外ﾌｧﾝﾄﾞなどが円売り・ﾄﾞﾙ買いを進めた流れを引き継い
だ。  
 
１２／１０（日本経済新聞）  円相場、続伸 １ドル＝８７円台  
円相場は続伸。9日の終値は前日比1円4銭円高・ﾄﾞﾙ安の1ﾄﾞﾙ=87円90銭となった。前日の海外市場でﾄﾞﾊﾞｲ
政府系企業の格付け引き下げを受け欧米の株価が下落したことなどが、円の押し上げ要因。  
 
１２／１１（日本経済新聞）  日経平均株価、続落 ９８００円台  
東証では日経平均株価が続落。10日の終値は前日比141円90銭安となる9862円82銭となった。3日以来1週
間ぶりに1万円を割り込んだ。為替が円高方向に振れると市場心理が悪化。後場に一段安となり下げ幅は
一時170円まで拡大する場面があった。自動車など輸出関連株への売りが拡大。ｱｼﾞｱの株式相場が軟調だ
ったことも警戒要因となった。  
 
１２／１２（日本経済新聞）  日経平均株価、続落 １０１００円台  
東証では日経平均株価が反発。11日の終値は前日比245円05銭高となる10107円87銭となった。円相場の下
落やｱｼﾞｱ株の堅調などを手掛かりに午後に一段高、高値引けとなった。東証一部の値上がり銘柄は全体の
74%。  
 
１２／１２（日本経済新聞）  長期金利、１．２７５％に上昇  
11日の債券市場で長期金利の代表的な指標である新発10年物国債利回りが、前日比0.025%高い1.275%に上
昇 (価格は低下 )した。日経平均株価の上昇と財政悪化懸念を受けて、売りが優勢だった。  
 
１２／２３（日本経済新聞）  日経平均株価、大幅続伸 １０３００円台  
東証では日経平均株価が大幅続伸。22日の終値は前日比194円56銭高となる10378円03銭となった。前日の
米株高に加え、円相場が1ﾄﾞﾙ=91円台に下落したのを好感し、自動車や半導体関連など値がさ主力株を中
心に買いが入った。  
 
１２／２５（日本経済新聞）  日経平均株価、続伸 １０５００円台  
東証では日経平均株価が続伸。24日の終値は前日比158円89銭高となる10536円92銭となった。前日の米国
市場でﾅｽﾀﾞｯｸ総合株価指数が年初来高値を更新した流れで、値がさﾊｲﾃｸ株に買いが先行。  
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◎ 景気・ 経済指標関連  
１１／２７（読売新聞夕刊） 失業率５．１％ ３か月連続改善【総務省・厚生労働省】 
総務省が27日に発表した10月の完全失業率（季節調整値）は5.1%と9月より0.2ﾎﾟｲﾝﾄ低下し、3か月連続で
改善した。厚生労働省が同日発表した10月の有効求人倍率（同）も0.44倍と9月より0.01ﾎﾟｲﾝﾄ上昇し、2
か月連続の改善となった。厚労省は、景気が回復傾向にあることが改善の理由と見ている。ただ、有効求
人倍率などは過去最低水準のままで、同省は「雇用情勢は依然として厳しい状況にある」としている。 
 
１１／２７（東京新聞夕刊） 消費者物価２．２％低下 下落率３番目デフレ裏付け １０月【総
務省】 
総務省が27日発表した10月の全国消費者物価指数(2005年=100、生鮮食品を除く）は100.1と前年同月で2.2%
低下した。ﾏｲﾅｽは8か月連続で、下落率は比較可能な1971年1月以降で3番目の大きさだった。 
 
１２／２（毎日新聞） １１月新車販売１８．３%増 前年同月比３か月連続で増加【日本自動車
販売協会連合会・全国軽自動車協会連合会】 
日本自動車販売協会連合会と全国軽自動車協会連合会が1日発表した11月の国内新車販売台数は、前年同月
比18.3%増の43万6,535台と、3か月連続で前年実績を上回った。うち、軽自動車を除く登録車（排気量661CC
以上）は36.0%増の29万3,410台で、2か月連続で2ｹﾀ増を記録した。 
 
１２／４（読売新聞） 製造業設備投資 ４０％減 7～9月期ＧＤＰ大幅下方修正【財務省】 
財務省が3日発表した2009年7～9月期の法人企業統計で、製造業の設備投資が前年同期比40.7%減の3兆890
億円と大幅に減少した。自動車や建設ﾒｰｶｰなどが新規投資を控えたため、現在の統計方式となった02年以
来で最大の下落率だった。 
 
１２／９（毎日新聞） 倒産件数１１％減 今年最少 負債総額は２０％増 １１月前年比【東京
商工リサーチ】 
東京商工ﾘｻｰﾁが8日発表した11月の全国企業倒産状況（負債総額1000万円以上）によると、倒産件数は前年
同月比11.3%減の1,132件だった。政府の資金繰り支援などの景気対策効果から4か月連続で前年実績を下回
り、月別の件数では今年に入って最少だった。 
 
１２／１０（日本経済新聞夕刊） 機械受注、１０月４．５％減 ３か月ぶりマイナス 通信業な
ど落ち込む【内閣府】 
内閣府が10日発表した10月の機械受注統計によると、設備投資の先行指標となる｢船舶・電力を除く民需｣
（季節調整値）は前月比4.5%減の7,045億円だった。通信業などからの受注減少が響き、3か月ぶりにﾏｲﾅｽ
となった。内閣府は｢下げ止まりに向けた動きが見られる｣との基調判断を据え置いているが、企業の設備
投資意欲は盛り上がりに欠ける状態が続いている。 
 
１２／１０（日本経済新聞夕刊） 企業物価 ４．９％低下 １１月 ３か月連続下げ幅縮小【日
本銀行】 
日銀が10日発表した11月の企業物価指数（2005年=100、速報値）は102.2となり、前年同月に比べて4.9%
低下した。国内景気は持ち直しているものの本格回復にはなお遠く、鉄鋼をはじめ幅広い分野の価格に下
落圧力がかかっている。ただ、前年の原油や非鉄金属の価格高騰の反動が薄れており、同指数の低下幅は3
か月連続で縮小した。 
 
１２／２５（朝日新聞夕刊） 消費者物価 １．７％下落 １１月９か月連続マイナス【総務省】
総務省が25日発表した11月の全国消費者物価指数は、価格変動が大きい生鮮食品を除いた総合指数（2005
年=100）が、前年同月より1.7%低い99.9だった。下落は3月から9か月連続で、下落幅は前月（2.2%）より
縮小した。原油価格下落の影響は徐々に小さくなってきているが、消費低迷による価格競争で幅広い品目
が値下がりしており、「ﾃﾞﾌﾚ」の状況が続いている。 
 
１２／２５（毎日新聞夕刊） 失業率４か月ぶり悪化 デフレ影響 ０．１ポイント増 ５．２％
【総務省・厚生労働省】 
総務省が25日公表した労働力調査（速報値）によると、11月の完全失業率（季節調整値）は5.2%で、前月
より0.1ﾎﾟｲﾝﾄ悪化した。悪化は4か月ぶり。一方、厚生労働省が発表した有効求人倍率（同）は0.45倍で、
前月比で0.01ﾎﾟｲﾝﾄ上昇。3か月連続で改善した。失業率悪化は、物価下落や買い控えなどﾃﾞﾌﾚの影響で卸
売・小売業で失業者が増えたことが要因。長妻昭厚労相は同日の閣議後会見で「雇用情勢は依然として厳
しい状況」と語った。  
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◎ 地域動向  

１１／２８（埼玉新聞） １０月の県内有効求人倍率 ２年２か月ぶり上昇 厳しい状況は変わら
ず【埼玉労働局】 
埼玉労働局が 27 日発表した求職者 1 人に対する求人数を示す埼玉県の 10 月の有効求人倍率(季節調整値）

は、前月を 0.01 ﾎﾟｲﾝﾄ上回る 0.36 倍で、5 か月ぶりに過去最低から脱した。上昇に転じるのは 2007 年 8

月以来 2 年 2 か月ぶり。生産が回復していることを背景にした求人の増加が主因だが、ｴｺﾎﾟｲﾝﾄ制度や雇用

創出などの政策効果によるもののほか、ﾊﾟｰﾄ求人が多いことなどから、同局は｢雇用情勢は厳しい状況が続

いている｣とし、判断は変えていない。 

 

１１／２８（埼玉新聞） 県雇用動向調査 人件費減過去最大に 消費、景気回復に影響も【埼玉
りそな産業協力財団】 
埼玉りそな産業協力財団が実施した埼玉県雇用動向調査によると、企業の人件費の支払い総額が｢減少｣し

たとする割合が前年を 28.8 ﾎﾟｲﾝﾄ上回る 52.6%となり調査を開始した 1989 年以降最大となった。企業が昨

秋以降の急激な景気の悪化を受けて、人件費を削減していることが示された。同財団は｢個人の所得が減少

しており、消費への下押し圧力となる。景気の自律回復への影響が懸念される｣と指摘している。 

 

１２／８（産経新聞) １９年度は０．８％成長 県内ＧＤＰ 
県は平成 19 年度の県内の経済活動をまとめた。19 年度の県内総生産(GDP）は、物価変動などを除いた実

質で 23 兆 677 億円となり、経済成長率は実質で 0.8％増となった。6 年連続のﾌﾟﾗｽ成長となったが、県統

計課は｢経済不況もあり、20 年度以降はﾏｲﾅｽになる見通し｣としている。 

 

１２／８（産経新聞） 倒産 ７年ぶり６００件超えか【東京商工リサーチ】 
県内企業の平成 21 年の倒産件数（負債総額 1 千万円以上）が、14 年以降、7 年ぶりに 600 件を超える公算

が大きくなったことが、民間信用調査会社の東京商工ﾘｻｰﾁ埼玉支店のまとめで分かった。商工ﾘｻｰﾁは｢来年

も厳しい情勢が続きそうだ｣と分析している。まとめによると、県内の 11 月末までの倒産件数は 588 件で、

すでに 20 年の 586 件を超えている。11 月末までの倒産企業の約 8 割が従業員 10 人未満で、長引く景気の

低迷が、余力のない小規模企業を直撃している実績が浮き彫りになった。11 月の倒産件数は 14.9%減の 40

件となり、改善の兆しもみえる。 

 

１２／９（日本経済新聞） 新車登録台数３５％増 県内１１月 ４か月連続プラスに【埼玉県自
動車販売店協会】 
埼玉県自動車販売店協会がまとめた 11 月の県内新車登録台数（軽自動車を除く）は 1 万 7,020 台と、前年

同月に比べ 35.6%増えた。4 か月連続の増加。昨年 11 月は景気悪化で消費者買い控えが強まり、自動車販

売が急減。その反動で大幅な伸びとなった。2 年前の 07 年 11 月比では 0.5%減とほぼ同水準だ。 

 

１２／１５（埼玉新聞） 関東経産局 県内経済総括判断 ６か月連続据え置き 生産上向きも、
小売り低水準【関東経済産業局】 
関東経済産業局が 14 日発表した埼玉県など 1 都 10 県の管内経済は、「一部に持ち直しの動きがみられる」

とする総括判断を 6 か月連続で据え置いた。自動車の生産や販売が上向いているものの、「ｴｺｶｰ減税」の

政策効果によるところが大きく、全体は依然として低水準。雇用の悪化が続いているほか、物価の下落や

円高などの影響もあり、先行きは不透明だ。 

 

１２／１６（埼玉新聞） 埼玉りそな財団  県の１０年度成長率 ３年ぶりプラス成長 回復緩
く厳しさ続く【埼玉りそな産業協力財団】 
埼玉りそな産業協力財団は 15 日、2010 年度の埼玉県の実質経済成長率が 1.0%になるとの見通しを発表し

た。子ども手当などの経済対策により個人消費が下支えするほか、設備投資や住宅投資が下げ止まること

から、3 年ぶりにﾌﾟﾗｽ成長に転じるとみている。ただ、景気の実感に近いとされる名目成長率については

ﾏｲﾅｽ 0.3%と 3 年連続でﾏｲﾅｽを予測。回復のﾃﾝﾎﾟは緩やかで厳しい景況感は解消されないと指摘している。

 
１２／１６（日本経済新聞） 消費者物価 １０月２．２％低下 さいたま市 
埼玉県がまとめたさいたま市の 10 月の消費者物価指数（2005 年平均=100）は、価格変動の大きい生鮮食

品を除く総合指数が 99.9 と、前年同月に比べて 2.2%下がった。原油価格の下落が影響した電気代などｴﾈﾙ

ｷﾞｰ関連、食料も下がった。県統計課は「ﾃﾞﾌﾚの影響が出ている」としている。 

 

１２／２５（埼玉新聞） １０～１２月 県内企業景気予測 関東財務局調査 来期は一巡し悪化
【関東財務局】 
関東財務局が 24 日発表した 2009 年 10～12 月期埼玉県法人企業景気予測調査によると、企業の景況判断

BSI は全規模・全産業でﾏｲﾅｽ 6.1 となり、前期（7～9 月期）に比べ 7.6 ﾎﾟｲﾝﾄ改善した。改善は 3 四半期連

続。製造業は 3 年ぶりのﾌﾟﾗｽだ。ただ、先行きは「ｴｺｶｰ減税」などの政策効果も一巡するとの見方から再

び悪化するとしており、本格回復の情勢にはない。  
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（３）今月の経済用語豆知識 

 時間軸効果  

 一定の条件を満たすまで中央銀行が金融緩和策を続けると約束することで、期間が長めの

金利にも押し下げ圧力がかかりやすくなる効果などを指す。 

政策金利の引き下げ余地がほとんどない状態で、緩和効果を高めるための手段として使われ

る。市場参加者は当面は金融緩和が続くとの見方から、安心して資金調達や運用に動くこと

ができ、金融市場が安定しやすくなる。 

日本銀行は１２月の「金融政策決定会合」でデフレ脱却まで金融緩和を継続し、必要があれ

ば一段の緩和も辞さない姿勢を打ち出し、長めの金利を下がりやすくする事実上の「時間軸

効果」を狙う。 

（４）今月のトピック 

埼玉県内企業の経常損益  

 ○ 平成２１年１０～１２月期調査の「財務省 法人企業景気予測調査（埼玉県分）」（回答

企業数２８０社）によると、21年度下期の経常損益は、全規模・全産業で前年同期比107.8%

の増益見込みとなっている。  

 ○ これを規模別にみると、大企業、中小企業は増益見込み、中堅企業は黒字天下の見込みと

なっている。  

 ○ また、業種別にみると製造業は黒字転化の見込み、非製造業は前年同期比▲83.4%の減益見

込みとなっている。  

                       （前年同期比増減率、単位：％）  

  
21年度  

上期  下期  

全規模・全産業  赤字転化（赤字転化） 107.8（黒字転化） ▲88.8（ ▲69.1）

 大企業  赤字転化（赤字転化） 37.9（黒字転化） ▲96.2（ ▲80.6）

中堅企業  ▲78.5（赤字転化） 黒字転化（黒字転化） 32.9（  27.5）

 中小企業  ▲55.7（赤字転化） 906.3（黒字転化） 3.2（ ▲31.6）

 製造業  赤字転化（赤字転化） 黒字転化（黒字転化） 赤字転化（赤字転化）

 非製造業  ▲62.0（赤字転化） ▲83.4（   137.4） ▲69.8（ ▲35.7）

    （注）（ ）書は前回（21年7~9月期）調査結果  
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